
■第１チーム

事業番号 事　業　名 担 当 課 頁

１－１６ 広報紙作成費 秘書広報課 1

１－１７ 新聞・テレビ・ラジオ等による広報費 秘書広報課 3

１－１８ 公民館学級講座開設事業 地域コミュニティ課 5

１－１９ 自治公民館活動推進事業 地域コミュニティ課 7

１－２０ 場外車券売場周辺環境整備事業補助 地域コミュニティ課 9

１－２１
地域コミュニティ活動基金積立事業
地域コミュニティ活動交付金

地域コミュニティ課 11

１－２２ まちづくりサポート事業 地域コミュニティ課 13

■第２チーム

事業番号 事　業　名 担 当 課 頁

２－１６ 市立図書館業務ＮＰＯ委託事業 生涯学習課 15

２－１７ 青少年非行防止・育成事業 生涯学習課 17

２－１８ 教育アシスタント派遣事業 学校教育課 19

２－１９ 教育資金融資対策事業 学校教育課 21

２－２０ 学校体育振興事業 学校教育課 23

２－２１ 小・中学校習熟度別少人数指導推進事業 学校教育課 25

２－２２ 読書活動アシスタント派遣事業 学校教育課 27

■第３チーム

事業番号 事　業　名 担 当 課 頁

３－１６ 農業法人育成対策事業 農政企画課 29

３－１７ 市単独土地改良事業 農村整備課 31

３－１８ まつり えれこっちゃみやざき開催支援事業 観光課 33

３－１９ 宮崎市観光協会継続実施事業・継続イベント事業 観光課 35

３－２０ ジャイアンツタウン創出事業 観光課 37

３－２１ 旧町観光協会補助事業（旧4町分） 観光課 39

３－２２ 青島・白浜海水浴場開設・運営事業 観光課 41

　　　　　　目　　　次    〔第３日目〕



事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

3

1

4

1

1 ①

②

⑥

1 ⑦

④

②

担当課名

事務事業名

3

②

③

④

⑤

判　定　理　由

秘書広報課

広報紙作成費

1

6

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－１６

 ○その他の判定人の主なコメント

①ページ数の見直しが必要。
②広報紙の配布方法をもっと検討するべき（全戸配布推進と、全
 　 戸配布にこだわる必要なしとの両論あり）。
③「ニュース」は不要、「情報」のみでよい。
④発行回数の見直しが必要。
⑤インターネットの活用の検討。
⑥内容の改善（文字の大きさや文章の長短、記事の選択など）が
 　 必要。

⑦内容や掲載の仕方を工夫し、市民が読みやすい方向へ検討し
 　 てもらいたい。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

1 ⑥

①

③

1



宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 秘書広報課

事業番号 １－１６ 事務事業名 広報紙作成費

【現時点での方針】
　　広報紙の内容・配布方法については、「必要な情報を、簡潔で分かりやすく、効果的に提供する」という観点から、抜本的な見直し
　を行う。
　　なお、この方針については、本年１０月に実施の市政モニターアンケートで検証。

⑴　ページ数の削減については、掲載する情報の項目や量などを考慮し、十分な検討を要する。（①）
　　　見直し時期：平成２３年度

⑵　今後の広報紙配布のあり方について、「広報紙等全戸配布検討プロジェクトチーム」を中心に、引き続き、自治会と市が協働で協
　議・検討する。（②）
　　　見直し時期：未定

⑶　広報紙に掲載する項目は、市政モニターアンケートの結果を参考にしながら検討する。（③）
　　　見直し時期：平成２３年度

⑷　行事の実施時期に合わせるなど、タイミングよく情報を提供することが効果的であることから、発行回数については現状どおりと
　する。（④）

⑸　広報紙は、ＰＤＦ形式とテキスト形式でホームページに掲載している。なお、インターネットを活用した情報発信全般については、
　関係課と協議しながら見直しを検討する。（⑤）
　　　見直し時期：平成２２年度

⑹　各課が行っている広報活動の実態を把握し、一元化の可能性について検討する。
　　　見直し時期：平成２２年度

⑺　内容の改善については、市政モニターアンケートの結果を参考にしながら検討する。
　　　見直し時期：可能な限り速やかに

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①メディアの選択や回数をもっと研究する必要がある。
②いろいろなメディアを使っているが、その効果が見えない。
③費用対効果の確認が必要である（市民アンケートの実施）。
④効果の高いメディアを選定し、情報発信する方法を検討して欲
 　 しい。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

秘書広報課

新聞・テレビ・ラジオ等による広報費

0

7

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－１７

担当課名

事務事業名

5

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

6

6

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

3



宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 秘書広報課

事業番号 １－１７ 事務事業名 新聞・テレビ・ラジオ等による広報費

⑴　各メディアを活用した広報について、費用対効果をメディアごとに再検討し、廃止も含めた見直しを行う。（①・②・③・④）
　　 なお、この方針については、本年１０月に実施の市政モニターアンケートで検証。
　　　　　　見直し年度：平成２３年度

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①受益者負担金の増額を検討すべき。特にPC講座については見
 　 直しが必要。
②目的に合わせて講座内容の計画的な開催をすること。

③講座内容を市民のニーズに合った内容に配慮すること。
④将来は外部委託の方向で検討。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

3 ⑥

①

③

地域コミュニティ課

公民館学級講座開設事業

2

5

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－１８

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

5

1

2

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

5



宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 地域コミュニティ課

事業番号 １－１８ 事務事業名 公民館学級講座開設事業

⑴　現在、公民館講座では材料費及び資料代、パソコン使用料のみ徴収しているが、公民館講座は、生涯学習の振興や地域住民の
　人材育成を目的に講座を開設しているため、現行以上の受益者負担は適切でないと考える。
　　ただし、パソコン使用料については、リース期間が平成２３年度までのため、更新時に使用料算出の見直しを行い、適正化を図る
　こととしたい。（①）
　　　　見直し年度：平成２４年度

⑵　まちづくりの人材育成や学習成果の活用の目的に合わせてニーズ調査を行い、効果的な講座開設に取り組む。（②）
　　　　見直し年度：平成２３年度

⑶　各公民館の講座開設に当たり、各地区の代表者等からなる講座選定委員会を開催し、地域のニーズを取り入れた講座を開設し
　ている。また、新年度の講座をヒアリングし、地域のニーズに合った講座が開設されているか確認・指導を行っている。（③）

⑷　社会教育法第２２条において、「公民館」は「定期講座を開設すること」と規定されているため、市の主催で講座を開設しているが、
　外部委託について、講座開設を委託することのできる団体が市内にあるか、また、他の中核市などが講座を外部委託しているかな
　どの状況を踏まえて、今後研究したい。（④）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

4

3

5

①

②

⑥

2 ⑦

④

②

担当課名

事務事業名

2

②

③

④

⑤

判　定　理　由

地域コミュニティ課

自治公民館活動推進事業

0

7

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－１９

 ○その他の判定人の主なコメント

①公民館を建てれば運営費が出るという構図ではなく、利用量も
 　 考えて比例的にしてはどうか。
②各自治会では、必要な経費を捻出するため、会議やスポーツ
 　 教室に貸している所もあるので、自力で運営できるよう補助金
 　 の出し方、打ち切りなども検討すべきである。
③補助金の一律配布を再検討すべきである。
④市が主導して、館数の調整や活動内容の統一・一元化をすべ
 　 きである。
⑤自治公民館と自治会の組織のあり方について、統合を含めた
 　 検討を行なうこと。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

7



宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 地域コミュニティ課

事業番号 １－１９ 事務事業名 自治公民館活動推進事業

⑴　地域コミュニティ活動は大変重要なものであり、また、行政活動を補完するものが含まれているため、行政の一部支援は必要と考
　える。
　　自治公民館の管理運営費は、活動事業費のほか、館の光熱水費などの管理費（小規模の自治公民館でも年額平均約７１，０００
　円）、会議費等が必要である。
　　その運営費の補助額（３５，０００円）については、最低限のものを補助しており、利用量を考慮した制度にすると補助額の増額につ
　ながる。（①）

⑵　一部の自治公民館では、貸館などで収入を得ている館はあるが、多くの小規模の自治公民館では借り手がなく、収入源を確保す
　ることは難しい。自治公民館活動は、きずな社会づくりのために必要なものであり、一部の行政支援を行なうべきであると考える。
　（②）

⑶　補助金の一律配布については、最低限度の補助額として交付しているため、活動内容に対する補助金制度や加入個数割等に制
　度を改めると補助金額の増となることが懸念される。（③）

⑷　自治会と自治公民館については、歴史的な成り立ちが違っているため、一元化・統一化については難しい面があるが、地域での
　組織で役員等が重複したり、会議出席が多くなるなどの現状があり、地域住民の負担を考慮しながら統合を含めて検討していく。
　（④・⑤）
　　　見直し年度：平成２３年度

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①他地域との不公平感があるので是正すべきである。
②財源の使途について、この地域に限定するのは、完了してもい
 　 い時期になっているのではないか。
③該当しない他の自治公民館との格差が生じるため、補助金の
 　 上限を下げるべきではないか。
④目標と実績の差が大きいため、事業の効果が見えにくくなって
 　 いるのではないか。
⑤周辺地域への補助の役割はほぼ終わったので、一般財源化す
 　 べきではないか。

⑥全額一般会計にして、全市民の事業に使うべきである。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

地域コミュニティ課

場外車券売場周辺環境整備事業補助

1

5

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－２０

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

1

判　定　理　由

①

1 ②

1

⑥

1 ⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

4

1

1

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

1
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 地域コミュニティ課

事業番号 １－２０ 事務事業名 場外車券売場周辺環境整備事業補助

⑴　市内全域には、自治公民館整備補助制度を設けており、本事業はサテライトを設置するために、地元の環境整備を行うという協
　定に基づいて行われるものである。迷惑施設といわれる特定施設の設置に伴い、特定地域に配慮した制度であり、他の地区との不
　公平感は生じないものである。（①）

⑵　対象地域を限定することについては、現在、この周辺地域には５９の自治公民館があり、老朽化した自治公民館の改修事業に活
　用したのは４事業しかなく、今後老朽化した自治公民館の改修等が見込まれる。対象地区の環境整備等がほぼ終了した段階で、
　対象地区のエリアの見直しを行っていく。（②）

⑶　市内全域にも自治公民館の補助制度があり、本事業は特定地域に配慮した制度として限られているため、他の自治公民館との
　格差が生じているとは言えず、補助の上限は下げられない。（③）

⑷　地域負担があるので、積み立て等の計画的な事業実施が行われているところである。この地域には７１自治会と５９自治公民館
　があるが、これまでこの事業に取り組んだのは、３４自治会、４公民館、９団体であり、今後も建物の老朽化による改修が見込まれ
　ている。平成２１年度は各団体・各自治会の事業実績が少ないが、平成２０年度は１５件（補助金額６９０万円）の申請があり、平成
　２２年度も、現在７件（補助金額約５００万円）の申請を受けている（平成１６年度からの年平均補助額は、９３０万円）。（④）

⑸　平成２１年度のみが事業申請が少なかっただけで、今後も事業実施が見込まれており、補助の役割は完了していない。なお、本
　事業の周知をさらに徹底し、ニーズ調査等も的確にしていく。（⑤）

⑹　本事業の趣旨から特定地域の補助制度であり、本事業の役割は終了していないため、全市民の事業に使うことはできない。（⑥）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

不 要 （ 廃 止 ）

事業番号

⑦

判　定

3 ①

4

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

2

1

①

②

⑥

⑦

④

②

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

4

判　定　理　由

地域コミュニティ課

地域コミュニティ活動基金積立事業
地域コミュニティ活動交付金

0

3

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－２１

 ○その他の判定人の主なコメント

①基金積立は必要ない。必要な事業は一般財源で充当すべき。
②行政改革をより推進して、市民に新たな負担を求めるべきでな
 　 い。
③自治会活動、自治公民館活動と本制度は多くの分野で重複し
 　 ており、組織の再構築が必要。
④本事業の趣旨と今後の方向性に整合性がない。

⑤事業の正当性、効果の確認をしてほしい。
⑥地域コミュニティ税としてやるべきことを整理すべきである。
⑦自治会との位置付け等、組織をシンプルにし、分かりやすくし
 　 て欲しい。

不 要 （ 廃 止 ）

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 地域コミュニティ課

事業番号 １－２１ 事務事業名
地域コミュニティ活動基金積立事業
地域コミュニティ活動交付金

○「不要（廃止）」とした判定人のコメントに対する考え方等
⑴　廃止判定の前提（地域コミュニティ税と一体的に判断）（①・②・④）
　・　地域コミュニティ税と本事業を一体的に議論しての判定であり、本事業を一般財源で実施する。
　・　まちづくりは継続していくもので、地域コミュニティ活動交付金は継続する必要がある。
⑵　地域コミュニティ税の廃止について（①・②）
　・　財源となる地域コミュニティ税については、１２月議会において廃止条例が可決された。
⑶　地域コミュニティ活動基金の廃止について（①）
　・　地域コミュニティ活動基金では、当該年度で不用となった額を管理金として管理している。
　・　地域がまちづくりを計画的に行うためにも基金を廃止すべきでないと考える。
⑷　地縁団体との事業の重複（③）
　・　単一の地縁団体では地域課題の解決が困難になってきたことから、地域自治区が設置され、新たなまちづくりを進めている。
　・　これにより、単一の団体では解決困難な課題に取り組めるようになった。
　・　なお、地域コミュニティ活動交付金を従来の地域活動に単に活用することは認めていない。

○「見直し」とした判定人のコメントに対する考え方等
⑸　効果の確認については、第三者による評価委員会で行っている。（⑤）
⑹　地域コミュニティ活動交付金の使途は、使途研究会で検討する。（⑥）
⑺　自治会と地域まちづくり推進委員会とは明確に区分されている。（⑦）

●見直しの方向性
　　【平成２３年度中】
　　　　・小（中）学校区単位でのまちづくり推進のため使途のルールの一部見直しを行う。
　　　　・その他は概ね現行制度を継続していく。
　　【平成２４年度以降】
　　　　・まちづくり活動の実績を踏まえ地域コミュニティ活動交付金等について見直しの検討を行う。
　　　※まちづくりは進行中であることから、見直しに際しては、地域との協議を経ながら進めていく必要がある。

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①地域づくり政策の一元化の推進をすべきである。
②目的が同じ組織であれば整理する。
③組織・仕組みが複雑すぎるので整理していただきたい。
④人材育成は重要であると思う。
⑤人づくりに対する対象・方法について検討が必要。
⑥事業作成などで、人材育成教育の効果確認をする。

⑦地区民協、自治会、自治公民館などの活動と重複する分野が
 　 多い。統合して効率的に地域づくりを推進すべきである。
⑧同様の目的を持つ組織を統合すべきであり、本サポート事業
 　 の内容は別途事業として検討されるべきである。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

地域コミュニティ課

まちづくりサポート事業

0

5

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

１－２２

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

2

判　定　理　由

①

②

⑥

1 ⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

2

4

2

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 １ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

2 ①

2
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 １ チ ー ム 担当課名 地域コミュニティ課

事業番号 １－２２ 事務事業名 まちづくりサポート事業

⑴　地域では、自治会や自治公民館など地域の各種団体が活動してきたが、加入率の低下、コミュニティの生まれにくい都市住宅、
　活動参加者の確保、リーダーの固定・養成など、地域団体が抱える課題は多々あり、地域コミュニティ機能は低下している。
　　 そのため、地域社会の再編や組織づくりなどの新たなコミュニティ施策が必要であり、その施策が地域自治区ごとに地域まちづく
　り推進委員会が取り組む活動である。自治会等の個々の地域団体と地域まちづくり推進委員会とは、補完・連携して地域活動に取
　り組み、地域コミュニティの再生・活性化を図る必要がある。（①・③）

⑵　地区社会福祉協議会や地区体育会などの同じ目的を持つ組織については、関係課と協議を行い、将来は一体化などの整理をし
　ていく必要がある。（②）

⑶　人材育成については重要であり今後も効果的な事業となるよう取り組む。【平成２３年度】（④）

⑷　これまで同様、人材育成研修実施後にアンケートをとり、研修成果等を検証しながら次年度研修へ生かしていく。【平成２３年度】
　（⑤）

⑸　今後企画する講座内容の中に、具体的な事業企画などを行うメニューを入れるなどの検討を行い、見直しを進める。【平成２３年
　度】（⑥）

⑹　地域まちづくり推進委員会の活動は、地域自治区を単位とした活動で、個々の自治会などでできない活動を対象にしている。ま
　た、活動の重複については、一部の自治会等が取り組んでいる活動でも地域自治区全体で取り組んだ方が効果的であり、その地
　区の課題解決の活動として取り組んでいるものもある。ただ、住民の負担がないよう、活動については地域と協議しながら地域づく
　りを推進していくこととしたい。（⑦・⑧）

　 上記の理由で地域まちづくり推進委員会の活動に取り組んでおり、地域コミュニティの再生・活性化のためには必要な事業である。
サポート事業は、地域活動の重要な課題である人材育成のほか、常駐する地域まちづくり推進委員会事務局をボランティアで行うこ
とは難しいために事務局の人件費を支援するものであり、今後も継続していきたい。

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

5

1 ①

②

⑥

1 ⑦

④

②

担当課名

事務事業名

2

②

③

④

⑤

判　定　理　由

生涯学習課

市立図書館業務ＮＰＯ委託事業

1

6

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－１６

 ○その他の判定人の主なコメント

①指定管理者制度について導入を検討すべきである。
②長年、同じＮＰＯ法人への委託については、委託ありきの感
 　 想。検証すべきである。
③他館の状況を比較調査し、見直しを含め検討する必要がある。

④佐土原図書館も委託を考慮すべきである。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

3 ⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 生涯学習課

事業番号 ２－１６ 事務事業名 市立図書館業務ＮＰＯ委託事業

⑴　中核市等に対して、図書館の運営方法（指定管理か、直営かなど）、職員数（正職員、嘱託職員数）、人件費等の調査を行うと共
　に本図書館の現状を比較分析し、結果を踏まえて、見直しが必要であれば今後の運営のあり方について、改めて検討する。（①・
　③）
　　　　見直し年度：平成２２年度、平成２３年度

⑵　市が進めている市民協働の取り組みの実践例として効果をあげているが、長年、同じところに委託するのが妥当かどうか検討す
　ることも重要なので、評価方法等を検討する。（②）
　　・アンケートにより、市民からの評価を受ける。
　　・委託先についての評価・調査等
　　　　見直し年度：平成２３年度

⑶　佐土原図書館の運営についても、市立図書館と同様に検討する。（④）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

1

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

2

2 ①

②

1

⑥

1 ⑦

④

②

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

1

判　定　理　由

生涯学習課

青少年非行防止・育成事業

2

4

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－１７

 ○その他の判定人の主なコメント

①既存組織の役割分担、整理、再編成の検討が必要である。
②庁舎外に青少年育成センターを設置する必要があるのか。必
 　 要であるならば、複合的な使途を考えてほしい。
③他の課との連携を密にし、効果のある事業にする必要がある。
④青少年指導委員については、市民活動団体やＮＰＯとの協働を
 　 考えるべきである。
⑤様々な組織が青少年問題に関わっている、可能な限り地域に
 　 おろして、対応すべき。

⑥他の事業との統合を考える必要がある。
⑦今以上に、青少年問題に関する横の連携が必要である。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

1 ⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 生涯学習課

事業番号 ２－１７ 事務事業名 青少年非行防止・育成事業

⑴　従来より、警察、地域活動団体、小・中学校との連携により事業を展開していたが、平成２１年度からは、高等学校、各事業所との
　連携を密にするため、合同の連絡会議を実施。また、少年補導員との連携も図る等、既存組織との連携を図っている。本事業は更
　なる充実が必要で、また、既に市民との協働により一定のコスト削減は図られており、これ以上のコスト削減は難しい。（①）

⑵　青少年育成センターは、平成２１年度に旧小戸公民館を改修し、移設した。この施設には、青少年育成センター、心の談話室、地
　域事務所が設置され、各業務の関連する部分で有機的連携を持ちながら、効率的な運営を行なっている。なお、青少年育成センタ
　ー管理費については、別途予算化している。（②）

⑶　青少年育成に関連する事業・活動については、他の事業と統合する必要性はあまり無いが、関連性のある事業については、既
　に、景観課より指導委員に委嘱される屋外広告物撤去活動（無償にて活動）等との連携を図っている。また、関係課職員が宮崎市
　青少年問題協議会の構成員になっており、連携を図っている。事業充実のために、関係課との連携を更に密にしていく。（③）

⑷　この事業に関しては、地域との繋がりが重要であるが、既に地域との協働体制が図られているので、現状のままとし、街頭指導
　の体制についても、現状のままで、手法について研究していく。（④）

⑸　既に中学校区ごとに青少年育成協議会があり、地元関係者、学校関係者等で活動されている。また、青少年指導委員の方々に
　ついても、中学校区ごとに班を形成し、地元有志者、学校関係者等で活動されている。（⑤）

⑹　目的達成のためには、地域と関係機関との連携が重要であり、市が関与する現体制は適していると考える。また、この事業なくし
　て、本市の青少年の健全な育成は図れない。（⑥）

⑺　現状として、すでに様々な団体と連携を図っているが、今後とも一層の連携を図る。（⑦）

対応方針 現 行 ど お り

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①将来の事を考える時予算が増えていく事が考えられるので、す
 　 ぐには活動できるとは限らないが、ボランティア養成が必要か
 　 と考える。
②障がいのある子どもの保護者にとってはありがたい制度だし、
 　 必要なことだと思う。ただ、教員の本来の業務としての位置づけ
 　 も必要ではないだろうか。
③必要な事業ではあるが、ボランティアの活用やＮＰＯへの委託
 　 も検討し、福祉分野との連携も必要ではないか。
④学校支援ボランティア制度を活用する。
⑤介護福祉との兼ね合いも検討してください。
⑥他の支援サービスとの統合ができるのではないか。

⑦介護者は誰でもではなく、少なくともヘルパーの資格者がよい
 　 ので検討を。
⑧期待の大きさが伝わる事業だが、対象者が増えた時などを考
 　 えたシステム作りがあるだろう。今後は委託を含め様々なニ
 　 ーズで応えて欲しい。
⑨福祉部門との連携をよくとって欲しい。
⑩質の向上を図って欲しい。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

1 ⑥

①

③

学校教育課

教育アシスタント派遣事業

3

4

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－１８

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

2

3

2

3

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 学校教育課

事業番号 ２－１８ 事務事業名 教育アシスタント派遣事業

⑴　教育アシスタントの身分は、市臨時職員であり、地方公務員法により、上司の命に従うことや守秘義務等の責務が課せられてい
　る。また、下肢等に障がいのある子どもが安全で安心な学校生活が送れるために、教育アシスタントには次の点について十分な配
　慮をお願いしているところである。
　　・子どもとの信頼関係を十分図ること
　　・介助における安全の確保に留意すること
　　・毎日、登校から下校の時間まで確実に支援すること
　　・その保護者との連携を図ること
　　・学校と十分な連携を図ること
　以上の点から、ボランティアに求めることは不可能であると考える。（①・④）

⑵　教員は、子ども達全てに能力の全てを傾け、日々指導を行っている。もちろん、障がいのある子ども達に対しては、特に配慮をし
　ながら対応をしているところである。しかし、現在、地域就学をしている下肢等に障がいのある子ども達の中には、全介助が必要な
　子どもも在籍しており、教員定数で配置された教員の業務の範囲を超えた支援が必要となっていることから、人的配置は必要であ
　ると考える。（②）

⑶　福祉関係団体や委託できそうなＮＰＯ法人と協議した結果、現段階では、派遣できるスタッフの数や派遣体制に課題がある。
　 　外部評価結果の趣旨を踏まえ、今後も引き続き、障害福祉課や障害者団体、ＮＰＯ法人などと事業の見直しに向け、協議を続け
　ていく。（③・⑤・⑥・⑧）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

現 行 ど お り

事業番号

⑦

判　定

①

1

1

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

2

4 ①

②

⑥

⑦

④

②

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

判　定　理　由

学校教育課

教育資金融資対策事業

4

2

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－１９

 ○その他の判定人の主なコメント

①景気低迷の中でもあり融資事業の選択肢が多いことは望まし
 　 いと思う。潜在的に借りたいという需要はまだまだ多い気がす
　  るが、行政の融資らしく使い勝手（ＰＲを含め）には気を配って
 　 欲しい。
②不況により、経済的理由で就学できない若者が増えていると聞
 　 く。もっと利用を呼びかけてください。
③競争原理導入により、もっと利率を下げることができるのでは。
④お子様を持っていらっしゃる保護者の方々にはとても役立つ事
 　 業と思います。
⑤事業開始22年が過ぎておりますが、他の銀行との検討も視野
 　 に入れてみてはいかがかと思います。
⑥事業開始以来同一の金融機関に疑問がある。

⑦制度創設当時と金融機関を取り巻く環境は違っているので、
 　 全ての金融機関に投げかけることを検討して欲しい。
⑧預託方式はもう少し検討の余地があるのではないか。
⑨同様の制度で対応可能である。

現 行 ど お り

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 学校教育課

事業番号 ２－１９ 事務事業名 教育資金融資対策事業

⑴　長引く景気低迷により、家庭の教育費への負担はますます大きくなることが考えられる。今後も、家庭の状況にかかわらず、勉学
　の意志のある高校生や大学生等が安心して勉学に打ち込める環境を確保するため、当事業を引き続き実施していく。また、新聞広
　告をはじめ、市広報誌、ラジオ広報等を積極的に活用し、更なる市民への周知を図っていきたい。（①・②・④）

⑵　預託先については、県をはじめ、県内市町の多くが九州労働金庫と提携しており、当融資制度が宮崎県内において幅広く実施さ
　れているとともに、全国的にも自治体の教育ローンが労働者の福利向上という観点から労働金庫を窓口としている状況にある。他
　の金融機関との競争原理の導入の可能性については研究する。（③・⑤・⑥・⑦・⑧）

⑶　類似制度としては、県の教育資金があるが、融資枠が年間４，０００万円である（当制度の融資枠は年間６億円）。また、市中金融
　機関の教育ローンと比較しても、当制度は融資利率など有利な制度である。制度の廃止は、長引く景気低迷の中でさらなる市民の
　経済的負担の増加につながることになるので、市民の生活安定や就学機会の確保のため、引き続き制度を継続する。（⑨）

対応方針 現 行 ど お り

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①保護者からの要望が多い事業だと思う。清武町からの移動補
 　 助は不要だろう。

②目的は分かるが、経費を少しでも削減する方法がないかの検
 　 討も必要ではなかろうか。

現 行 ど お り

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

学校教育課

学校体育振興事業

6

1

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－２０

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

6

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

現 行 ど お り

事業番号

⑦

判　定

①

0
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 学校教育課

事業番号 ２－２０ 事務事業名 学校体育振興事業

⑴　本事業は、経済的な負担を理由に大会参加を辞退することのないように、保護者の負担軽減を図るのに大いに貢献しており、今
　後も現行どおりとする。なお、清武町域中学校からの県大会宮崎地区開催に係る交通費については、合併調整方針どおり平成２３
　年度末をもって廃止する。（①）

⑵　大会の実施主体である中体連も低料金での参加ができるよう旅行会社への働きかけを行うなど自助努力を行っている。本市も補
　助金の支出に当たっては、対象経費の精査等に力を入れている。今後も本事業の目的の範囲内における経費削減に努めてまいり
　たい。（②）

対応方針 現 行 ど お り

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

現 行 ど お り

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

3

1

4 ①

②

⑥

⑦

④

②

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

学校教育課

小・中学校習熟度別少人数指導推進事業

4

3

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－２１

 ○その他の判定人の主なコメント

①よりきめ細かな指導、手をかける授業があるのにこしたことは
 　 ないが、派遣以外にも少人数学級のあり方の検討など、丹念
　  に検証してほしい。

②習熟度別クラスは必要性があるとは思うが、財源の確保等に
 　 ついて検討すること。
③事業実施の効果が見えにくい。(事業実施前後であまり変化が
 　 見られない)
④講師の人件費を抑える必要があると思うので、ボランティアの
 　 活用（退職者の活用）も検討していいのではないか。
⑤４０人学級となる３学年以上の児童生徒向けの大変良い制度
 　 なので、更なる検討をしていただいて、より良い効果が出るよ
 　 うにとの意味で見直しとした。しかし、教師自体の自己研鑽を
 　 望む。そうすれば、この制度自体縮小できる。

現 行 ど お り

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

25



宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 学校教育課

事業番号 ２－２１ 事務事業名 小・中学校習熟度別少人数指導推進事業

⑴　習熟度別少人数指導により、児童・生徒一人一人にきめ細かな指導を行うことで、児童・生徒の学力向上を図りたい。
　　 宮崎市の児童・生徒の高い学力を維持するために今後もその成果を検証しつつ、より効果が上がるように研修等を通して、教員
　の指導力の向上にも努めていきたい。（①）

⑵　事業実施前後における効果の検証については、学力検査を受けている児童生徒が毎年同じではないので、単純に比較すること
　はできない。
　 　ただし、正答率等は全国平均の数値を上回わり、一方では、成績下位層の割合も全国平均より少ない状況となっているので、本
　事業の効果が十分に上がっていると考えている。（③）

⑶　日本（宮崎）の将来を担う子ども達を育てる「教育」は、行政が責任を持って取組むべきものであるが、教員の退職者等を含む教
　員免許を有する方の活用については、今後調査研究していきたい。（④）

⑷　本事業のより良い効果が出るように、習熟度別少人数指導関係の研修の充実を図り、教職員の学力向上に向けての指導力を高
　めていくとともに、教師自体の自己研鑽の意欲が高まるような指導に取り組んでいく。（⑤）

⑸　今後も限りある予算の範囲内で、効果的な事業展開を図る。なお、国や県へ要望するなど財源確保へ向けた取組も進めていく。
　（②）

対応方針 現 行 ど お り

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。

26



事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①市立図書館はＮＰＯに委託している。この事業をいったん廃止
 　 してＮＰＯに委託すべき。
②先生たちの創意工夫で、目的は達成できるのではないか。わざ
 　 わざこの予算を使ってやる事業ではない。
③読書活動の大切さは充分ふまえておりますが、同じ教育委員
 　 会での生涯学習課の機能として学校図書館業務の担当をお願
  　いしても良いのではないか。
④多くの自治体ではＰＴＡ・教師が補っているので再検証が必要。

⑤目的は理解できるが、手厚い印象が強い。事業は伸ばしても
 　 らいながら、一方で図書館との連携を上手に進めて欲しい。
 　 地域ボランティアの協力をさらに求めたい。

不 要 （ 廃 止 ）

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③

学校教育課

読書活動アシスタント派遣事業

0

1

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

２－２２

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

6

1

判　定　理　由

①

②

1

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

1

1

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ２ チ ー ム

不 要 （ 廃 止 ）

事業番号

⑦

判　定

①

6
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ２ チ ー ム 担当課名 学校教育課

事業番号 ２－２２ 事務事業名 読書活動アシスタント派遣事業

⑴　市立図書館の運営を担っているＮＰＯ法人「ＭＣＬボランティア」が約600名の会員を有していることからのご指摘であったため、会
　員の方にアンケート調査を実施した。その結果、当事業に「無償で協力できる」と回答された方は6名であり、その中で毎日協力でき
　る方はいらっしゃらなかった。
　　 ＭＣＬボランティアの皆様は、市立図書館という場所を限定した中で、都合のつく時間にボランティアとして活動ができるという方々
　であり、読書活動アシスタントのように、学校において、毎日決められた時間に活動するという点では、違いがあると感じている。
　　また、学校にも調査を行ったが、読書活動アシスタントのような業務を行えるボランティアの確保や、急なキャンセルへの対応など
　の課題があり、現時点では、ボランティアにお願いすることは困難であると考えている。（①・⑤）

⑵　先生たちの創意工夫ということに関しては、児童生徒の係活動である図書委員会を適切に指導するなど、図書館運営を工夫する
　取組が既に全ての学校で実施されている。学校図書館は、児童生徒の状況に応じて、読書のきっかけを与え、読書指導を行う「読
　書センター」、調べ学習等に必要な情報をタイムリーに提供する「学習・情報センター」としての重要な機能・役割を担っており、教員
　の工夫やＰＴＡのボランティア、児童生徒の委員会活動だけでは十分に対応できない状況である。（②）
　
⑶　学校図書館の目的は、学校図書館法第2条に「学校教育に必要な資料（略）を収集し、整理し、及び保存し、これを児童又は生徒
　及び教員の利用に供することによって、学校の教育課程の展開に寄与するとともに、児童又は生徒の健全な教養を育成すること」
　と示されている。学校教育の一環として学校教育課が主体的に取り組むものと考えている。（③）

⑷　全国の中核市40のうち、配置を行っていない中核市は13市であり、それ以外の市は本市と同様に臨時職員や嘱託職員等の配置
　を行っている。また、本市を含む12市が全ての小学校に、11市が全ての小・中学校に配置（その中で、本市の1日2.5時間の勤務は、
　2番目に短い。）している。（④）

⑸　時代を担う人材を育てる上で、児童生徒の豊かな心を育むことができる「読書活動の充実」は、『教育』における重要なテーマであ
　る。また、平成23年度から小学校で完全実施される、新学習指導要領（中学校は平成24年度から）においては、「学校図書館を計画
　的に利用しその機能の活用を図り、児童生徒の主体的・意欲的な学習活動や読書活動を充実すること」とされており、時代はこれか
　ら更に充実を図るべき方向にある。
　　そのような状況も踏まえ、今後とも、引き続き県に対し専任の司書教諭の配置について要望していくとともに、地域のボランティアの
　皆様等との更なる協働を進めてまいりたい。

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

現 行 ど お り

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

2

1

4 ①

②

⑥

⑦

④

②

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

農政企画課

農業法人育成対策事業

4

3

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－１６

 ○その他の判定人の主なコメント

①農業法人の育成は重要な施策であると考える。
②基本計画の見直しのサイクルではなく、現状に合わせて計画
 　 を見直すべき（農業法人数の目標値）。

③国、県の制度活用を踏まえ、補助対象項目の整理が必要。
④本来、国、県がやる事業であると考える。
⑤国、県の同様の制度の活用で予算の縮小の余地がある。

現 行 ど お り

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 農政企画課

事業番号 ３－１６ 事務事業名 農業法人育成対策事業

⑴　判定は「現行どおり（現在の事業内容・手法で行うことが妥当）」であるが、今回評価対象となっていない他事業との間で、事業メ
　ニューの整理、統合を行い、より効果的な市事業を構成する。（①・⑤）
　　 具体的には、この事業のメニューとして
　　　　(イ)　農業制度資金利子助成
　　　　(ロ)　農業制度資金信用保証料助成
　　　　(ハ)　研修生受入助成
　　　　(ニ)　新規雇用助成
　　　　(ホ)　農地等確保対策助成
　　 このうち
　　　　　　(ハ)の「研修生受入助成」は廃止し、平成２３年度新規予定の 「新規就農者研修支援事業」（JA出資型農業法人研修支援事
　　 　　業)に統合したい。（削減見込　６００千円）
　　　　　　(ニ)の「新規雇用助成」は国の制度利用が一定程度可能と見込まれるため減額したい。（削減見込　６００千円）

⑵　農業法人数の目標値は、「第１１次宮崎市農林水産業振興基本計画」の策定により、見直しを行う。目標を上回った場合にも、継
　続して推進を行うが、基本計画の性格上、随時の目標値変更は行わない。（②）
　　　　　　見直し年度（基本計画）：平成２３年度

⑶　本事業メニューのうち、(ニ)の「新規雇用助成」については国の制度事業「農の雇用」の利用が、一定程度可能と見込まれるので、
　減額する（上記⑴のとおり）。
　 　なお、国がやるべきとのご意見については、市事業が先行していた経緯もあり、財源的に有利な国、県事業を活用しつつ、市独自
　の方策を打つ必要がある。（③・④）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

3

2

3

①

1 ②

⑥

⑦

④

②

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

農村整備課

市単独土地改良事業

1

6

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－１７

 ○その他の判定人の主なコメント

①他部門で長寿命化などの構想もある中、これらの施設につい
 　 ても土地改良区や水利組合まかせでなく、全てとは言わない
 　 が、中・長期的なプランをもってやるべきところもあるのではな
　　いか。
②補助率について、工事金額に応じて可変的に見直しができる
 　 のではないか。(少額工事については地元負担率を上げるな
　　ど）
③事務処理の簡素化をすべきである。
④農業土木に対する批判が多いなかで、しっかり取り組んでいな
 　 い。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 農村整備課

事業番号 ３－１７ 事務事業名 市単独土地改良事業

　 以下の理由により現行どおりとするが、農業用施設不良箇所の早期整備補修により施設の長寿命化を図り、可能な限り計画性を
持って本事業を効果的に実施する。

⑴　土地改良区等は、農業用施設を継続的に使用しており、常に不良箇所の点検補修を行なっている。本事業は、地元のみで対応し
　きれない規模の早期整備補修を可能にするもので、早期補修により施設の長寿命化を図っている。（①）
 
⑵　本事業は、小規模であること、緊急を要すること、制度事業では時間的に間に合わないことのいずれかに該当するものが対象で
　あり、中長期的なプランによる施設整備は、国県の補助事業で対応している。（①）

⑶　本事業は、事業費が１０万円未満の事業については補助していない。これを超える事業については、農業用施設が防災や環境保
　全等の機能を持った公共性の高い施設であり、農家の経営が苦しい現状を踏まえ事業費の７０％を補助し、補助率は、県の補助事
　業と同様に一律としている。（②）

⑷　市が土地改良区等から事務委託を受ける場合や土地改良区等が自ら行う直営施工の場合のいずれも必要最小限の事務処理を
　行なっている。（③）

⑸　市は、土地改良区等から要望のあった緊急かつ突発的な事態に随時対応している一方で、毎年、市全域の農業農村整備事業要
　望箇所調査等を行い、優先度を考慮した上で、本事業や県補助事業等を計画的に実施している。（④）

対応方針 現 行 ど お り

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①みやざきのまつりとして今後の発展を期待したい。
②県外に対するＰＲを含め頑張っていただきたい。

③市民募金等により財源確保を図るべきではないか。

現 行 ど お り

項　　目　（複数選択可）

⑤

1 ⑥

①

③

観光課

まつり えれこっちゃみやざき開催支援事業

4

3

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－１８

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

2

2

4

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

現 行 ど お り

事業番号

⑦

判　定

①

0
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 観光課

事業番号 ３－１８ 事務事業名 まつり えれこっちゃみやざき開催支援事業

⑴　現在の手法を維持しながら、宮崎の代表的なまつりとして定着させていく。（①・②）

⑵　財源確保については、今年から市民総おどりの参加料の徴収単位を、チーム単位から個人単位に変更し財源の確保を図ったと
　ころである。今後、他市のまつりの財源確保の状況を参考にしながら研究していく。（③）

対応方針 現 行 ど お り

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

6

2

①

②

⑥

3 ⑦

④

②

担当課名

事務事業名

②

③

④

⑤

判　定　理　由

観光課

宮崎市観光協会継続実施事業・継続イベント事業

0

7

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－１９

 ○その他の判定人の主なコメント

①各事業ごとの効果、必要性等の見直しをしながら、より効果的
 　 な事業実施を行っていただきたい。
②事業効果を判断し、補助額を見直していくべきではないか。ま
 　 た、みやざき観光コンベンション協会との役割分担の検討が必
 　 要ではないか。
③宮崎市観光協会のミッションをしっかり打ちたて、県・市民、民
 　 間等との協働を進めるべきである。
④協会の立ち位置を強固なものにして、観光振興に向けてリーダ
 　 ーシップを発揮して欲しい。
⑤長年の慣例的なものが多いが、見直しも必要ではないか。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

4 ⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 観光課

事業番号 ３－１９ 事務事業名 宮崎市観光協会継続実施事業・継続イベント事業

⑴　個別の事業ごとに、毎年度見直しを行っているが、今後もより効果的で無駄のない事業実施ができないかどうか再度検討する。
　　 また、みやざき観光コンベンション協会との役割分担についても再度整理する。（①・②）
　　　　　　見直し年度：平成２３年度

⑵　この事業に関しては、現在も、関係団体や民間等から意見の集約を図った上で事業を進めており、今後も協働を図っていく。（③）

⑶　宮崎市の観光施策の先鋒として、観光関連団体と連携を図り、より効果的な観光客誘客の事業に取り組んでいく。（④）

⑷　長年慣例的に行っている事業については、事業の効果、今後の事業展開について再度分析し、事業の継続等について再度検討
　する。　（⑤）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①ジャイアンツプラザの運営について、目的、内容、運営方法等
 　 を含め見直すべき。
②ジャイアンツプラザの運営の見直し（若草通り商店街ではなく、
 　 人通りが多いところ。たとえば、空港や駅とかに立地できない
 　 か。直営でなく指定管理者の導入など）
③見直しをして、スポーツランドとしての核としての店舗となって欲
 　 しい。
④事業内容の改善で事業効果の増が期待できる。
⑤ジャイアンツプラザの運営をスポーツプラザに変えたりすれば、
 　 また、Ｊリーグキャンプチームのグッズを扱ったりすれば売り上
 　 げも増加したりするのでは。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

4 ⑥

①

③

観光課

ジャイアンツタウン創出事業

0

7

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－２０

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

2 ⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

2

4

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 観光課

事業番号 ３－２０ 事務事業名 ジャイアンツタウン創出事業

　 ジャイアンツプラザの運営については、中心市街地活性化の問題の整理や読売巨人軍との調整も必要であるため、今後、現状ど
おりのジャイアンツタウン創出に特化したプラザとして存在させるかなど、そのあり方を含め、運用方法などの検討を行う。（①・②・③）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

0

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

5

2

2 ①

②

⑥

2 ⑦

④

②

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

観光課

旧町観光協会補助事業（旧4町分）

2

5

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－２１

 ○その他の判定人の主なコメント

①地域振興事業なのか観光事業なのか見直しが必要である。
②地域振興として整理した方が良いと思われる。
③各イベントの精査が必要である。（他の部門への移動を含め
　　て）
④隠された資源、地元の人が気づかない資源等の掘り起こしが
 　 必要である。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

2 ⑥

①

③
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 観光課

事業番号 ３－２１ 事務事業名 旧町観光協会補助事業（旧4町分）

⑴　合併調整方針のなかで、合併後、当分の間（平成２２年度）は現行どおりとし、平成２３年度以降については、段階的に調整するこ
　ととなっているが、今後個々の事業ごとに事業内容の精査を行い、観光振興施策なのか地域振興施策なのかを判断し、補助の必
　要性について検討するとともに、今後の事業の在り方について、補助団体と協議する。（①・②・③）
　　　　　　見直し年度：平成２３年度

⑵　現在、観光資源調査・ツアー造成事業を実施しており、観光資源の掘り起こしを行っているところである。（④）

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。
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事業の趣旨・目的に妥当性がない。

目的を達成する手段として、他の手法が考えられる。

事業の効果がなくなっている、又は薄れてきている。

個人が自助努力・自己負担することが適当である。

民間が実施すべきである（行政の役割終了・民間の方が効率的にできる等）。

その他

事業規模（サービスの受給者・水準等）を縮小できる可能性がある。

事業の目標や目標期限などの見直しが必要である。

他の事業との統合を検討すべきである。

実施方法の見直しにより経費削減の余地がある。

財源確保（負担の見直し、国・県の支援等）について検討すべきである。

外部委託、市民協働・参画などを検討する余地がある。

その他

現在の事業内容・手法で行うことが妥当である。

事業を拡充する必要がある。

【判定人からのコメント】

 ○ 「 」 とした判定人の主なコメント  ○その他の判定人の主なコメント

①再開発に合わせて青島の委託のあり方を見直してはどうか。
 　 利用者サイドからみても物販等が海岸にあることが望ましい。
②委託先について、指定管理も含めて見直しが必要。
③指定管理者制度の導入などで経費の削減ができるのではない
 　 でしょうか。
④随意契約のあり方を検討する必要がある。

見直しが必要

項　　目　（複数選択可）

⑤

3 ⑥

①

③

観光課

青島・白浜海水浴場開設・運営事業

0

6

判定結果

【結果内訳】

選択
人数 区分

選択
人数

３－２２

担当課名

事務事業名

1

②

③

④

⑤

判　定　理　由

①

②

⑥

⑦

④

②

不要
（廃止）

見直しが
必要

現行どおり

1

6

1

1

1

市民ニーズ（需要）や時代変化により、事業が役割を終えている、又は役割が小さくなっている。

国又は県が実施すべきである（国・県で実施する方が効果的・効率的、国・県で同じサービス水準により実施すべき等）。

⑧

宮崎市「事務事業の外部評価」　事業別判定結果シート

チーム名 第 ３ チ ー ム

見直しが必要

事業番号

⑦

判　定

①

1
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宮崎市「事務事業の外部評価」　対応方針シート

チーム名 第 ３ チ ー ム 担当課名 観光課

事業番号 ３－２２ 事務事業名 青島・白浜海水浴場開設・運営事業

⑴　今後、物販の必要性について青島再開発との調整を図りながら検討していく。（①）

⑵　青島海水浴場管理棟を「渚の交番」として通年に亘って活用していくことから、指定管理者制度の導入を検討する。（②・③）

⑶　委託契約については、実績等を理由に随意契約としているが、今後契約のあり方について検討していく。（④）

⑷　海水浴場を安全で快適な環境に整えるためには、施設整備や監視体制整備に相当な経費を要する。入場料を得ていない中でそ
　の経費を賄えるだけの収入を得ることは困難である。よって、民間での実施は実質的に難しいと思われる。

対応方針 見 直 し

仕分け結果に対する考え方、今後の方針等

※　(   )内の番号は、事業別判定結果シートの判定人からのコメント欄の番号に対応しています。

42



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /Description <<
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000500044004600206587686353ef901a8fc7684c976262535370673a548c002000700072006f006f00660065007200208fdb884c9ad88d2891cf62535370300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef653ef5728684c9762537088686a5f548c002000700072006f006f00660065007200204e0a73725f979ad854c18cea7684521753706548679c300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /FRA <>
    /ITA <>
    /JPN <>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b370c2a4d06cd0d10020d504b9b0d1300020bc0f0020ad50c815ae30c5d0c11c0020ace0d488c9c8b85c0020c778c1c4d560002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken voor kwaliteitsafdrukken op desktopprinters en proofers. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /PTB <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents for quality printing on desktop printers and proofers.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /NoConversion
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /NA
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure true
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles true
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /NA
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /LeaveUntagged
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


